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別紙

令和３年度定期監査及び行政監査の結果に対する措置状況について

令和３年度定期監査及び行政監査の結果（令和４年５月１０日付け大竹市監

査公表第４号）に対する措置状況について、措置が完了していない指摘要望事

項について継続して措置状況の報告を求めた結果、次のとおり措置が講じられ

ました。

【指摘要望事項】

●産業振興課

〇農林水産振興係

１ マロンの里交流館に関すること

（１）公共施設における指定管理業務のモニタリング（評価）について

大竹市マロンの里の管理運営業務については、非公募として佐伯中央農業

協同組合を指定管理者として選定し、協定期間を１年更新により同施設及び

設備等の維持管理から利用許可、料金徴収、その他研修や交流促進活動の開

催などの業務を委託している。

指定管理料の積算根拠となる見積書を見ると、見積明細が記載されていな

かった。指定管理に係る個別業務の明細については、指定管理業務の適正性

を判断するうえで、市長決裁までの意思決定において必要な書類であるので

起案に添付されたい。

また、大竹市マロンの里設置及び管理条例第 16 条第２項において、「利用

料は、別表に定める範囲内において、指定管理者があらかじめ市長の承認を

得て定めるものとする。」と規定されているが、実際には定められた事務処理

の形跡が見受けられない。同条例施行規則第４条第２項には、協定に定める

事項として「マロンの里の利用料金に関する事項」を規定しているが、協定

書に具体的な定めが見受けられなかった。

マロンの里指定管理業務については、５月と１１月に指定管理料を支払う

こととなっているが、地方自治法第 244 条の２第７項に規定された事業報告

書が提出された形跡が見受けられなかった。事業報告書については、同設置

及び管理条例第９条に、年度終了後 30 日以内に「管理業務の実施状況及び利

用状況」並びに「管理に関する経費の収支状況」を大竹市長に提出しなけれ

ばならないとされている。指定管理料として公金が支払われている以上、事

業報告書によって事業目的が達成されているか、適正に管理運営状況を評価

し、指定管理者に対して改善指導を行うことが必要であると考える。



措置状況（令和４年６月１３日付回答）

令和４年度の協定締結においては、見積書に明細を付させた。

令和４年度の指定管理者に利用料の決定について申請させ、承認した。

令和４年度の協定書に利用料の事項を規定した。

令和３年度の事業報告書を提出させ、状況を確認した。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

令和４年度の協定締結においては、見積書に明細を付させた。

令和４年度の指定管理者に利用料の決定について申請させ、承認した。

令和４年度の協定書に利用料の事項を規定した。

令和３年度の事業報告書を提出させ、状況を確認し評価を行った。

３ 農林水産業に関すること

（１）リスク管理としての記録の「完結｣と｢見える化」について

令和３年７月豪雨に際して、広島県から豪雨後のため池の確認及び報告を

求められ、当課において担当者が現地の状況を上司に口頭で報告したとされ

ているが、対応状況が記録として確認できなかった。リスク管理の観点から、

上司の指示により確認・報告した内容を適切に記録として残されたい。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

原則、記録を残すこととするが、ため池のシステムの導入や県の運用も見

直しが図られているため、新たな運用の中で確認・報告などの記録を残して

いくこととする。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

国の定める「大雨特別警報時の農業用ため池緊急点検要領」又は「地震

後の農業用ため池緊急点検要領」の報告様式により確認し、記録を残すこ

ととした。

○商工振興係

１ 自然公園に関すること

（１）規定どおりに行われない事務処理について

三倉岳県立自然公園清掃・管理委託業務において、６月と 12 月に委託料の

概算払いによって履行することとなっているが、「事業報告書」が提出された

形跡が見受けられなかった。委託契約書第４条の規定によると、「乙（三倉岳

県立自然公園協議会）は、契約期間満了後 30 日以内に業務報告書を提出し、

甲（大竹市）は速やかにその内容を審査しなければならない。」とされている。



委託料として公金が支払われている以上、仕様書に定める業務が適切に履行

されているか、業務日誌及び施行写真等により適正に審査するとともに、必

要に応じて委託金額を精算されたい。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

令和３年度は規定どおり実績報告書（業務報告書）を提出させ、仕様書に

定める業務が適切に履行されているか確認した。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

令和 3 年度は実績報告書（業務報告書）を提出させ、仕様書に定める業

務が適切に履行されていることを確認した。

（２）公共施設における指定管理業務のモニタリング（評価）について

三倉岳県立自然公園休憩所の指定管理業務に関する協定書において、同休

憩所設置及び管理条例第４条に規定する業務について、具体には仕様書に定

められているところであるが、地方自治法第 244 条の２第７項に規定する事

業報告書の作成及び提出義務が期日を定めて明記されていない。

同休憩所設置及び管理条例第８条の規定を見ると、「指定管理者は、年度終

了後 30日以内に次に掲げる事項（休憩所の管理業務の実施状況及び利用状況、

休憩所の管理に関する経費の収支状況）を記載した事業報告書を作成し、市

長に提出しなければならない。」とされているが、事業報告書の提出が確認で

きなかった。

指定管理料として公金が支払われている以上、指定管理業務の実施状況を

踏まえて適切に評価するうえで、指定管理者に対して必要な書類の提出を求

められたい。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

次年度以降の年度協定に事業報告書の作成及び提出義務期日を明記する

こととする。

令和３年度は規定どおり実績報告書（業務報告書）を提出させ、その内容

が適切に履行されているか確認した。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

令和５年度から年度協定に事業報告書の作成及び提出義務期日を明記す

る。

令和３年度の事業報告書を提出させ、状況を確認し評価を行った。



２ 観光に関すること

（１）規定どおりに行われない事務処理について

大竹観光協会補助金について、補助金の交付条件では「収支決算書及び事

業成績を会計年度終了後直ちに市長に報告すること」となっているが、令和

２年度の報告期日は令和３年７月 20 日付けとなっており、会計年度の期末の

３月 31 日から著しく遅延しているので適切に指導されたい。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

大竹観光協会に総会が終了しなくても総会に提出する決算案の確定の段

階（５月中旬まで）で報告するよう指導した。また、総会で承認された場合

は、後日、文書を提出させることとした。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

大竹観光協会には、令和 4 年度分から、総会を以って決定する場合であ

っても、年度末から相当遅延する場合は、実績報告書案の段階で 4 月末ま

でに報告するよう指導した。

【指摘要望事項】

●市民税務課

○収税係

１ 課の庶務に関すること

（１）長期継続契約による事務の効率化について（再掲）

自動製本機等保守点検業務委託契約において、保守対象である備品及びリ

ース契約機器の保守点検業務が単年度契約で繰り返されていた。

４月１日から翌年３月 31 日までの間で業務の切れ目がない契約については、

例えば緊急の保守対応に備えて長期継続契約を締結することで、年度当初の

業務集中を回避することも可能とならないか。業務の効率性及び緊急対応等

の観点から、長期継続契約である事務機器のリース期間に合わせて、同機器

の保守点検委託業務の契約形態を検討されたい。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

当該機器については、令和５年度からの市税等の納税通知書の封入封緘業

務の委託に合わせて、契約形態が変更になる予定であり、今後、関係課と協

議・整理を行った上で、業務の効率性及び緊急対応等の観点を考慮し、長期

継続契約の締結を検討する。



措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

令和５年度からの市税等の納税通知書の封入封緘業務の委託に合わせて

整理を行った結果、当該機器については、令和４年度で契約終了の見込と

なった。

なお、新たに当課で使用予定の関連機器（圧着用機器）については、業務

の効率性及び緊急対応等の観点を考慮し、長期継続契約を締結予定である。

○市民税係

１ 国民健康保険料の賦課、調定及び減免に関すること

（１）不適切な保険料減免の決定について

国民健康保険料減免の承認において、起案文書に減免理由が記載されず、

その根拠となる申請書に減免申請理由が鉛筆書きされていた。同申請書は文

書受付・回覧がされておらず、減免申請から３ヶ月近く経過して起案文書に

添付されていたため、大竹市行政手続条例の規定により本市で定めている標

準事務処理期間の 60 日を超えて処理されたことになる。

また、保険料の減免を受けた者は、大竹市国民健康保険条例第 22 条第３項

の規定により、「その理由が消滅した場合においては、ただちにその旨を市長

に報告しなければならない。」とされているところ、注意書きとして書面に記

載することなく口頭説明だけで済ませているが、保険料減免の決定通知に必

要な条件の追記が必要であると考える。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

起案文書に減免理由を明記するようにする。

申請書は、減免理由をより詳細に記載できるスペースを設ける。

申請者の書類不備のため、本来なら受付をせずに申請者に再度提出するよ

う促す、又は受付後、申請について承認しない場合は所定の通知書により申

請者に通知するなどの事務処理を行うべきだったが、本人の補正を待ってい

たため、３ヶ月近く経過した後、起案を行ったものである。今後は、適切な

事務処理に努める。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

減免理由については、起案に明記した。また申請時に、減免理由を詳細

に記載できるよう、減免申請書の様式を変更した。

申請者が書類不備のため、申請を受理できなかった場合は本人に連絡し、

それ以降も申請がなかった場合は受理できない理由を記載した通知をした

（その際に申請書を返送した）。

減免決定通知書に「減免理由が消滅した場合は、ただちにその旨を届け出

てください。」と記載し、必要な条件の周知を図った。



○固定資産税係

１ 固定資産税の賦課、調定及び減免（非課税）に関すること

（１）不適切な固定資産税減免（非課税）の決定について

固定資産税非課税申請に対する決定について、地方税法第 348 条第４項の

規定による非課税家屋に該当する旨の調査結果を記録票により上司に復命し

ているが、起案文書によらず非課税処理されている事案が見受けられた。

また、固定資産税減免申請に対する決定について、調査の結果を踏まえて、

「大竹市税条例第 71 条第１項第４号の規定により減免する。」旨のゴム印を

申請書に押印しているが、組織として意思決定された形跡が見受けられない。

同条例第 71 条第１項第４号の規定は、「貧困」、「公益」、「災害」等の例外

規定として「特別の事由があるもの」と規定されているものであり、一般的

に「特別の事情」による減免は、条例によって市長の判断に任されている。

市税等の非課税及び減免の適用に当たっては、納税者から疑念を持たれな

いよう、起案文書によって決裁権者の決裁を受ける必要があると考える。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

固定資産税非課税申請及び減免申請に対する決定について、今後は起案文

書によって決裁権者の決裁を受け、意思決定を行う。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

令和４年度の減免申請ではもれなく起案によって意思決定を行い、令和

５年度賦課に向けた非課税申請においても、起案による意思決定をもれな

く行うことを係内での意思統一を行った。

○戸籍住民係

１ 住民基本台帳に関すること

（１）規定どおりに行われない事務処理について

本市独自の施策として、虚偽の委任状を添付して他人の戸籍等の謄抄本の

交付請求をするという不当行為を未然に防止する目的で、「戸籍及び住民票の

謄抄本の代理人交付に関する取り扱いの特例」の申立事務が行われている。

その際、申立書については課長まで回覧されているが、申立てを認めるかあ

るいは却下するかを決定し、申立者に通知するための起案が作成されていな

かった。

申立てによる本取扱については、代理人からの交付請求に応じないことを

認める理由が限定されていることもあるので、起案により適正に意思決定さ

れたい。

国の制度による住民基本台帳事務に係るＤＶ等（ドメスティック・バイオ



レンス、配偶者等暴力）被害者支援措置の事務処理状況を見ると、支援対象

者ごとに事案を区分したファイリングの仕切り用紙に、鉛筆等のメモ書きに

より証明書交付停止情報の入力や対象者氏名や支援期間、終了期日その他事

項が記述されていた。

また、同事務における支援措置の終了に伴う申出者への通知については、

起案文書に支援継続希望の意思がない旨を確認したメモ書きがあり、その他

にも鉛筆書きや付箋紙によるメモ書き等が多数見受けられた。

公的な記録として適切に保管・保存するうえで、例えば統一的な記録形式

を定めることで、支援開始から停止・終了に至るまで必要な項目をテンプレ

ートに従って記録するとともに、警告情報や停止解除の入力者及び確認者を

明確にする必要はないか。手書き情報を電子データに再入力することが煩雑

であれば、テンプレートの記録票をＰＤＦ形式に変換して保存することも考

えられる。「必要な情報」を「必要な時」に確認でき、上司や職員間の「効果

的な情報共有」に取り組まれたい。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

「戸籍及び住民票の謄抄本の代理人交付に関する取り扱いの特例」に基づ

く申立てについては、起案により取扱いを決定し、その旨を申立人に通知す

るよう事務を見直す。

住民基本台帳事務に係るＤＶ等被害者支援措置の事務処理については、支

援開始から停止・終了に至るまでの必要な事項を所定の様式に記録し、上司

と情報共有できるようにするなど、適切に管理する。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

「戸籍及び住民票の謄抄本の代理人交付に関する取り扱いの特例」に基

づく申立て事務は、前回措置回答のとおり見直した（見直し後の申立て件

数は０件）。

住民基本台帳事務に係るＤＶ等被害者支援措置の事務処理については、適

切な管理に向け、事務処理事項を所定の様式に記録するよう取り組んでいる。

２ その他事項に関すること

（１）長期継続契約による事務の効率化について（再掲）

窓口業務における各種手数料等の取扱については、レジスターによって収

納処理されているところである。同レジスターを使用する期間は、４月１日

から翌年３月 31 日までの間で切れ目ない業務であることを前提として、突発

的な故障発生時に技術員の派遣を受ける必要性を考慮すれば、保守点検業務

を長期継続契約とすることも考えられないか。



措置状況（令和４年６月１３日付回答）

レジスターの更新を検討しており、その際に契約方法についても併せて検

討する。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

レジスターの更新について、キャッシュレス化への対応なども併せて検

討するため、R5 年度予算は修繕料のみの対応とし、R6 年度の更新予定に合

わせ契約方法を見直すこととする。

【指摘要望事項】

●環境整備課

○リサイクルセンター

１ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に関すること

（２）一般廃棄物処理委託業務に係る実績報告について

一般廃棄物処理業の許可事務において、許可証の「条件欄」及び検査証の

「名称･構造･数量等･備考欄」がそれぞれ別紙のとおりとされ、二重引用符

（〃）よって記されている。許可証については特に、見えやすい箇所に表示

しておく必要もあるので、省略することなく適切に記載されたい。

一般廃棄物処理委託業務の支払において、大竹市廃棄物の処理及び清掃に

関する規則第 37 条関係の実績報告（様式第 19 号）が翌月５日までに提出さ

れていないので、適切に指導されたい。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

許可証の「条件欄」及び検査証の「名称･構造･数量等･備考欄」について

は、適切に記載する。

一般廃棄物処理委託業務の支払において、大竹市廃棄物の処理及び清掃に

関する規則第 37 条関係の実績報告（様式第 19 号）を翌月５日までに提出す

るよう、改めて指導する。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

許可証の「条件欄」及び検査証の「名称･構造･数量等･備考欄」について

は、令和４年２月から適切に記載している。

一般廃棄物処理委託業務の支払において、大竹市廃棄物の処理及び清掃に

関する規則第 37 条関係の実績報告（様式第 19 号）を翌月５日までに提出す

るよう指導し、令和４年度から指導したとおり提出させている。



（３）委託業務等の適正な執行について

中継施設運転管理委託業務において、仕様書「7 資格者」に定める各種資

格者の要件を確認する際に、技能証明書等写しの提出を求めていない。業務

の遂行において必要とされる資格を仕様書に定めている以上は、有資格者の

確認を書面等で確認する必要はないか。

可燃ごみ運搬委託業務において、仕様書「7 運搬車両の概要」に定める使

用車両の適格性の条件を満たしているか、所管課において確認が行われてい

る旨の回答を得ているが、証拠書類の添付又は記録票が作成されていなかっ

た。また、同仕様書「8 特記事項」において、フォークリフト等の運転免許

証写しの提出を求めているが未提出であった。

いずれも委託業務の遂行に当たって、必要な条件を仕様書に定めており、

適切に確認する必要があると考える。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

中継施設運転管理委託業務において、有資格者であることを証明する書面

等の写しを提出させる。

可燃ごみ運搬委託業務において、仕様書「7 運搬車両の概要」に定める使

用車両の適格性の条件を満たしているか、改めて証拠書類の添付又は記録票

の作成を行う。また、フォークリフト等の運転免許証写しの提出を求めるこ

ととする。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

中継施設運転管理委託業務において、有資格者であることを証明する書

面等の写しを、令和４年２月に提出させた。

可燃ごみ運搬委託業務において、仕様書「7 運搬車両の概要」に定める

使用車両の適格性の条件を満たしているか、証拠書類の添付及び記録票の

作成を令和５年１月に行った。また、フォークリフト等の運転免許証写し

を令和５年１月に提出させた。

２ その他事項に関すること

（１）記録の「完結」と「見える化」について

不法投棄に関する広島県からの通報に対して、通知文に「済み」と鉛筆に

よるメモ書きが記載されただけで、具体の対応状況が不明であった。また、

不法投棄パトロール日報とは別にメモ書きが残されているが、記録票に整理

されていないように見受けられる。

防犯カメラ監視装置の映像に不法投棄者及び自動車登録番号標（ナンバー

プレート）が記録されていた２件の事案について、日報には大竹警察署に通



報し現地確認が行われた旨の記述があるが、その後の捜査状況等の対応は記

録票がないため不明であった。防犯監視カメラ設置の効果を検証する上にお

いても、適切に記録に残されたい。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

不法投棄に関する対応については、改めて記録票を整理する。

不法投棄に関し防犯カメラ監視装置の映像を大竹警察署に通報した際は、

その後の捜査状況等の対応について、警察から聴取できたものを記録する。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

不法投棄に関する対応については、メモ書きではなく記録票で整理する

ことを徹底した。

不法投棄に関し防犯カメラ監視装置の映像を大竹警察署に通報した際は、

その後の捜査状況等の対応について、警察から聴取できたものを記録するこ

ととした。

【指摘要望事項】

●監理課

○庶務係

１ 工事・業務委託等の入札及び契約に関すること

（２）「総合評価方式」による指名競争入札の制度について

公共工事は通常、適正な競争のもと最も安価な入札額を提示した者を契約

者として決定するものであるが、「総合評価方式」は単に金額の多寡だけでな

く、企業の施工能力や配置予定技術者の能力、地域への貢献度などを数値化

し、総合的に評価したうえで契約相手方を決定するものであり、すでに全国

の多くの自治体で導入済みの方式である。

本市においては、平成 17 年度から同方式による入札執行を試行してきたと

ころであるが、令和２年度の工事選定の起案書を見ると、「大竹市建設工事総

合評価方式施行要領」に基づく適用条項など、同方式による対象工事の選定

根拠が記載されていない。令和３年度の工事選定に至っては、起案による意

思決定がなされていないように見受けられる。

これまで同方式において試行した結果を検証・評価することで、確実な制

度設計と今後の本格導入に向けて取り組まれたい。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

総合評価方式を選定した根拠を記載した起案による意思決定を行う。



今後は、これまでの「総合評価方式」における試行結果を踏まえ、確実な

制度設計と今後の本格導入に向けて取り組むこととする。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

令和４年６月８日に総合評価方式を選定した根拠を記載した起案により

令和４年度対象工事を決定した。

今年度の結果を踏まえ今後の取り組みを検討しているところであるが、

令和５年度については、大竹建設業協会から提出された要望書（総合評価

方式の運用についての項目）を勘案した結果、令和４年度同様試行とする。

２ その他事項に関すること

（１）適正な工事成績評定について

工事成績評定書の様式について、検査日や評点の合計が未記載となってい

たり、決裁欄で課長（総括監督員）まで回覧されていなかったりするなど、

建設部及び上下水道局において評定書の取扱に統一性がないように見受けら

れる。

記載事項欄を見ると、使用が不適切な「摩擦熱で擦ると消えるペン」や鉛

筆で記入されているが、容易に修正が可能ではないか。また、付箋にメモ書

きで加点内容についての確認事項が記されているが、誰の指示によるものか、

評点にどのように反映されているのか不明である。

同簿冊にファイリングされている評定書は文書登録されておらず、最終的

に成績評定書がどのように取り扱われるのか不明確であるように見受けられ

る。公共工事においては公正かつ透明性の観点から説明責任を有するが、本

事案は情報公開請求に対応できないのではないかと考えられるので、評価に

疑念が持たれないよう適正な事務処理に改められたい。

措置状況（令和４年６月１３日付回答）

情報公開に対応できるよう、令和４年度から建設部及び上下水道局におい

て工事成績評定書様式を Excel 様式に統一し、手書きのものを Excel に入力

後、出力し、担当課にて決裁を受け、その写しを監理課に提出する取り決め

をして運用をはじめた。

措置状況（フォローアップ調査 令和５年２月２日付 再回答）

情報公開請求に対応できるよう、令和４年４月４日に「工事成績評定表

の統一について」を建設部及び上下水道局に送付した。

現在はその内容どおり運用しているところである。


